
















よれば、マネジメントの大転換によって、インド、中国、アメリカに次ぐ GDP 4 位の確保と、ラ
ンク上位国の中での一人当たりGDP 1 位獲得の可能性も追求可能なのである。
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場で年率 15 ～ 20％の成長を続け、ロレアル、P&Gと並んでトップシェアを争っている。
　2011 年、世界の新興国は、「消費社会のライフサイクル」という視点で見れば、アメリカの














































































































































































































































　今後の日本経済の長期的な展望をするため、主要な国について 2050 年の GDP の姿を描いて
みよう。長期予測の試みは、これまでもいくつか行われている。政府の長期予測としては、経済
諮問会議が 2005 年に発表した『21 世紀ビジョン』がある。2030 年を目標に、経済、財政、社会
などさまざまな観点から 2030 年に向けた見通しを作っている。
　Dominic Wilson and Anna Stupnytska（2007）はゴールドマンサックスのレポートで、2005 年
に同社が提案した「ネクストイレブン（今後成長が予想される11ヵ国）」に関する続編の記事である。
















GDP ＝ TFP × Lα × K1‒α
　ただし、GDPは実質 GDP、TFPは全要素生産性、Lは労働投入量、Kは実質資本ストックで
ある。労働の分配率 αは 3分の 2としている。
　経済諮問会議（2005）は 2030 年までの予測だが、実績や予測の内訳が記載されている。また、
これと同じ手法で 2032 年まで予測したものが、『平成 20 年度経済財政白書』に載っている。
　その内訳をみると、2000 年代に入ってからは、労働投入量の寄与度はほぼゼロ、資本投入量








2050 年の GDP 平均成長率
日本経済研究センター 2000 年購買力平価ドル 3.50（2005） 5.00 0.80
ゴールドマンサックス 2006 年ドル 4.34（2006） 6.68 0.99
アジア開発銀行 購買力平価ドル 6.73（2010） 8.83 0.68
（注） 　日本経済研究センターは小峰隆夫、日本経済研究センター編（2007）『超長期予測　老いるアジア』
日本経済出版社。ゴールドマンサックスは、Dominic Wilson and Anna Stupnytska （2007） “The N-11: 
More Than an Acronym” Global Economics Paper No: 153, Goldman Sachs。アジア開発銀行は、Asia 
Development Bank （2011）” Asia 2050: Realizing the Asian Century”
実質GDP成長率の生産要素別寄与度
1981－1990 1991－2000 2001－2003 2006－2012 2013－2020 2021－2030
労働投入量 0.6 -0.4 -0.6 -0.0 -0.0 -0.5
資本投入量 1.1 0.6 0.3 0.5 1.0 1.0
全要素生産性 2.3 1.1 0.8 1.0 1.0 1.0
実質 GDP 4.0 1.3 0.5 1.5 2.0 1.5













2050 年の日本の人口は 2010 年に比べ 1700 万人減少する。国立社会保障・人口問題研究所の
2006 年推計よりも、人口減少は緩やかだ。同研究所の 2006 年推計では、2050 年の人口は 2010
年に比べ 3000 万人減少すると推計し、生産年齢人口も同様に 3000 万人の減少である。
　1人当たり実質 GDP成長率は、水準の低い国ほど高く、高所得になるに従って低くなる。こ
のため、2010年で 1人当たり実質GDPが最も低いインドは平均8％、次いで中国は5.5％とした。
ブラジルとロシアは平均 4％成長とした。米国は 2％、日本は 3％成長とした。日本の 1人当た





インド 中国 米国 日本 ブラジル ロシア
一人当たりGDP
（2010 年 USドル）
2010 1412 4383 46982 43449 10710 10351
2050 30672 37311 103738 141731 51419 49697
2010－2050 8.0 5.5 2.0 3.0 4.0 4.0
人口
（億人）
2010 12.25 13.41 3.10 1.27 1.95 1.43
2050 16.92 12.96 4.03 1.09 2.23 1.26
2010－2050 0.8 -0.1 0.7 -0.4 0.3 -0.3
GDP
（2010 年 USドル）
2010 1.73 5.88 14.58 5.50 2.09 1.48
2050 51.90 48.34 41.82 15.38 11.46 6.27
2010－2050 8.9 5.4 2.7 2.6 4.3 3.7













































































































































































が 2030 年，2055 年について載っている。そこで、この数字を使って 2055 年の女子労働力人口
を試算した。
　2055年の15歳以上人口は、2010年の5688万人から4518万人へと1170万人減少する。しかし、





15－19 15.6 16.1 0.5
20－24 71.6 71.4 -0.2
25－29 78 95.6 17.6
30－34 68.2 97.5 29.3
35－39 67.3 97.6 30.3
40－44 71.7 97.6 25.9
45－49 75.9 97.2 21.3
50－54 73.5 96.6 23.1
55－59 63.7 94.4 30.7
60－64 47.1 79.7 32.6
65 以上 14.7 33.0 18.3
総　数
15 歳人口（女性）（万人） 5688 4518 -1170
労働力人口（女性）（万人） 2629 2806 178
労働力率（女性）（％） 49.1 62.1 13.0








は 230 万人だ。日本の労働力人口約 6000 万人に比べればまだ小さい。しかし、今後年平均 5％
で増加すれば、2050 年には 1782 万人に増える。在日外国人は、1990 年代に年平均 4.6％、リー
マンショックなどがあった 2000 年代（2000 年～ 2009 年）でも同 2.9％増加しており、それほど
現実からかけ離れた数字ではない。
　2010 年から 2050 年にかけて約 1500 万人労働力が増加することになり、日本の人口減をある
程度緩和することができる。
4．まとめ
　日本が 1人当たり実質 GDP成長率を平均 3％程度増加させていけば、人口減少下でも世界で
第 4位の GDP を維持することができる。今後は、3％成長がどのようなマネジメントのもとで
達成できるのかを数量的に把握していきたい。
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